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Ⅰ．はじめに

　無形資産は企業価値を形成する上で重要と考

えられる。製造業においては、企業が生み出し

た製品が消費者に受け入れられ、ネットワーク効

果によって広がることにより、無形資産が生成さ

れると考えることができる。すなわち製造業にとっ

て、どのような製品を作り出していくかという研究

開発は、企業を成長させるうえで重要な活動とな

る。

　現在、企業を取り巻く環境はめまぐるしく変化

している。優れた技術力を持った日本の「ものづ

くり」において、大鹿・藤本 [2006] はインテグ

ラル・アーキテクチャ度の強い製品開発を行うこ

とがグローバルな環境において企業の競争力を

持つことを述べている。しかし現在は、あらゆる

製品の製造技術が高度化し、製品そのものが複

雑化・多様化している。大規模メーカーでさえ自

社や自社グループだけでは、製品に使用される

全ての技術を研究開発することはできない。国

領 [1999]、Chesbrough[2006]、Chesbrough, 

Vanhaverbake & West[2006]らが述べるように

グローバルにオープンイノベーション、オープン

アーキテクチャが促進されていると考えられる。

これは、実際に製品生産のオフショア化だけで

なく、国内他企業、海外企業の持つ技術力を活

用した製品開発が行われていることから見られる

事柄である。どのように他企業に自社技術を使用

させるか、他企業の技術を自社製品に取り入れ

るかという活動が重要となってくる。したがって、

企業内においては知的資産を創造しマネジメント

する知財戦略、企業外に向けてはその企業の技

術力というものをアピールしていく知財戦略の両

方面の活動が必要となる。他企業が研究開発の

結果得た技術情報は、自社における製品開発の

ための重要な技術情報となるのである。

　一方で、オープンイノベーション、オープンアー

キテクチャを促進することは、榊原 [2005] が述

べているように、製品から得られる成果の専有可

能性を低めることになる。収益化のプロセスを含

め、あらゆる業務を自社だけでは完結できなくな

ることを意味し、さまざまな経営資源の制約下に

おいて補完企業を含めた組織戦略を考えねばな

らない。安田 [2009] が述べるように自社内外の

既存のものの組み合わせや並び替え、配置の分

散や集中、つなぎ直しなど、企業間関係を含む

企業経営に関わる全ての関係構造の調整こそが、

環境適応への最良手段となる。すなわち、「あら

ゆる面での資源制約下においては、適切なつな

ぎ方、関係構築力こそが競争力の源泉」1となる

のである。

Ⅱ．本研究の目的

　企業から発信される技術情報はさまざまな形態

で公表されるが、その中で研究論文、および特

テレビの情報端末化がもたらす新規ビジネスの可能性
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許情報が他企業の技術を自社製品に取り入れる

ための主な情報源となるであろう。他企業が行っ

ている研究開発に関する情報のうち、研究論文

はリニアモデルでの研究開発結果の報告、すな

わち基礎研究の結果報告としての色合いが濃い。

品川 [2009] は研究論文の数、つまり研究数が

増加することと、その後に研究内容に対応する分

野の製品化活動が始まることを示しているが、品

川も認めているように実際に製品化を行う場合に

は、基礎研究から「死の谷」と言われる製品化

に向けた更なる技術開発および期間が必要とな

ることから、製品に結びつかない研究が多くあ

ることも事実である。初期の研究論文発表から、

製品導入期に入るまでに10年近くの年月が必要

となる場合も多い。論文報告は企業に研究結果

の技術について専有性をもたらすものではなく、

技術分野全体の底上げを行うための行為であり、

企業に技術の専有性をもたらすものは特許登録

である。論文報告は技術の専有化を求める特許

出願に対して、新規性の喪失に繋がりかねない

行為である。

　企業に技術の専有性をもたらす特許情報を情

報源とすることが、自社における製品開発のため

に他企業の技術が必要かどうかを判断するには

最良であると思われる。もちろん出願特許に関し

ても、特許の出願から公開公報として情報公開さ

れるまでには最大で１年半の時間差が生じる。さ

らに、埋もれた資産 2と化したものが多量に有る

ことは事実である。しかしながら、製品ライフサ

イクルが短期間化している現状においては、公

開公報として開示される期間が短い特許情報も多

く、技術情報を素早く取り入れるとともに、埋も

れた資産としての自社の特許情報も活用する活動

が必要であろう。

　近年も特許出願に関する特許法の改定が続い

ている状況であるが、特許情報は基本的にどの

ような内容を記述するかが規定されていることか

ら、客観的データの抽出に適していると考えられ

る。そのため、本研究では製品開発に対する企

業の取り組みを、特許出願者、出願内容、技術

要素間の関連性から考察し、実際にオープンイノ

ベーション、オープンアーキテクチャが推進され

ていることを示すとともに、今後のビジネスの展

開および参入可能なビジネス領域を確認する。

Ⅲ．先行研究

　Schumpeter[1926] は新結合を、①新製品サー

ビスの創出、②新生産方式の導入、③新市場の

開拓、④原料・半製品の新供給源の獲得、⑤新

組織形態の実現、として挙げている。すなわち、

あらゆる工程において新たな情報や技術を自社

に組み込んで発展させていくことがイノベーショ

ンなのである。組み合わされていない結合を見

つけることは、新たなビジネスモデルを創造する

ことに繋がるのである。

　国領 [1999] は、「情報はバラバラに分散・偏

在しているときよりも、結合されることによって相

互に価値を増大させる性格を持っている」3とし

た上で、「底流にある情報技術の革新を現実の価

値創造の仕組みとして具現化していくのが、新し

いビジネスモデルである」4と述べている。情報

は顧客を含むさまざまなところから入ってくるもの

としているが、製品の最終利用者を一般消費者

としてみると、企業は一般消費者が求めるニー

ズを得ることのできる企業と、得ることのできな

い企業に分かれてしまうであろう。一般消費者の

求めるニーズを直接得ることのできない企業は、

ニーズを得ることのできる他の企業から間接的に

確認することになる。それは、製品情報であった
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り、特許情報であったりするであろう。企業が先

行者利得を得るためには、早期にニーズを知るこ

とが必要となることから、製品情報よりも特許情

報を用いて、必要に応じて協業することが必要と

なる。

　Chesbrough[2006] は、「あるグループが斬新

なアイデアを考案したときに、自分たち自身で商

用化するのではなく、他社と提携し、あるいは他

社にアイデアを売却し、そして、その他社がアイ

デアを商用化するというシステム」5を提示してお

り、結果として「イノベーションの新しい組織モ

デルが生まれる」6としている。そしてこれらのア

イデアとして、企業の持つ特許を１つの指標とし

ている。イノベーションを起こし、ビジネスモデ

ルの開発・進化のためには他社テクノロジーの発

見、連携もしくは獲得、進化が必要なのである。

　榊原 [2005] はイノベーションの収益化に対し

て、「①付加価値がより大きなビジネスを創造す

る、あるいは②専有可能性を高める、この２つ

の方法のいずれか一方あるいは両方をつうじて

為し遂げられる」7としている。しかしながら、情

報拡散の速い現在において、付加価値の大きな

ビジネスを創造し、継続していくことは容易なこ

とではない。更に専有可能性においても、技術

情報・開発があらゆる地域で可能となっている状

況において、専有性を大きくしていくことは困難

であろう。２つの方法を同時に実行していくこと

が重要なのである。

　榊原 [2005] は研究開発と技術マネジメントに

関していくつかの事例を挙げている。1つは複写

機事業に関することである。この事例では、それ

までのカメラ事業での技術を活用し複写機を開

発したこと、そして独自技術として開発したカー

トリッジ技術によって、企業の成長に大きく貢献

したことを述べている 8。重要なことは市場での

競争の次元を製品アーキテクチャによって変化さ

せ、市場を育てている点である。別の事例では、

時計産業におけるアーキテクチャの変化により、

市場が大きく変化したことを述べている 9。特に

70年代から80年代において、機械式からクオー

ツ式への変化において使用される技術の変化を

重要視している。これらの事例は、開発された技

術が他の用途・多方面に展開される可能性を含

んでいることを示唆している。

　国領 [1999] 以降の先行研究は、技術の

オープン化が重要であることで一致してい

る。環境がめまぐるしく変化する現在では、

Schumpeter[1926] のいう新結合のために、オー

プン化は特に重要になるであろう。本研究では既

に多くの企業がオープンアーキテクチャを活用し

ていることを明らかにする。

Ⅳ．�仮説と検証手法

　本研究では、テレビという既に一般化している

機器が近年多様な周辺技術と結びつき、さまざ

まな製品・サービスを提供していることに注目す

る。テレビは携帯電話に代表される多様な情報

端末と結びつくことにより、時間や場所に限定さ

れず視聴されるようになった。製品としてのテレ

ビそのものも、インターネットなどの技術と結合

することによって多機能化している。これまでの

テレビが単に放送波を受信し、受信した情報を

表示するだけであったものが、インターネットを

代表とする技術との結びつきにより双方向での情

報のやりとりが可能となった。すなわち、テレビ

の情報端末化である。CATVは双方向での情報

のやりとりを競争優位性としていたが、現在では

その優位性が失われてきていると考えられる。こ

れらのことから、情報端末およびテレビの両方に
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関連する特許を抽出し、テレビの情報端末化（質

の変化）に注目した検証を行う。

1．仮説設定

　インテグラルな製品開発によって競争優位性を

構築する場合、オープンイノベーション、オープ

ンアーキテクチャでの製品開発によって競争優位

性を構築する場合のどちらにおいても、製品開発

に必要な基本技術の蓄積および市場動向を敏感

に察知する能力が必要とされる。これらには多く

の経営資源を必要とすること、およびマーケティ

ング戦略が重要と考えられることから、これらに

優位なポジションにいる電機大手企業の特許出

願が全体的に多いものと考えられる。しかし現在

は、クローズドな状況で強みを作るとされてきた

日本企業が、事業のさまざまな分野でオープン化

を行っている。そのため、他分野や中小企業に

おいて研究開発された技術は、電機大手企業の

研究開発に対して先行したり、補完したりしてい

ることが考えられる。電機大手企業よりもその他

の企業の方が、研究開発の結果としての特許出

願が多くなることが考えられるのである。

　仮説１

　�　電機大手企業以外の企業が出願する特許件

数は、出願件数の大多数を占める。

　オープンイノベーション、オープンアーキテク

チャ、特許流通が活発化してきている状況であり、

その上で各企業が製品の競争優位性を構築して

いると考えるならば、多種多様な業界からテレビ

の情報端末化に関する特許出願が行われている

ことが考えられる。

　仮説２

　�　テレビの情報端末化に関する特許出願は、

多種多様な業界から行われている。

　一方で、オープンイノベーション、オープンアー

キテクチャ、特許流通が活発化してきている状況で

あっても、企業規模によって研究開発に対する経営

資源の投下量には差が出るであろう。これは出願

数および内容に差異を生じさせると考えられる。

　仮説３

　�　出願された特許の内容は、企業規模によっ

て差異が生じる。

　企業において、重点領域が異なる、製品開発、

研究開発戦略に差異があると考えられる。すなわ

ち知財戦略の差が、企業の出願数における差と

して現れるであろう。これは、テレビを製造・販

売する電機大手企業においても同様であると考え

られる。

　仮説４

　�　電機大手企業の出願する特許件数は、知財

戦略の違いから差が生じる。

　多種多様な業界から特許出願が行われるので

あれば、それぞれの企業が対象とするビジネス

領域も異なっていると考えられる。

　仮説５

　�　テレビの情報端末化に関する特許出願は、さ

まざまなビジネス領域に対して行われている。

　以上、５つの仮説を検証することにより、本研

究の目的である実際にオープンイノベーション、

オープンアーキテクチャが推進されていること、

および今後のビジネスの展開および参入可能な

ビジネス領域の検討が可能なことを確認する。

2．検証手法

　特許の出願公開には、公開公報、国際公開、

公表公報、再公表公報、特許掲載公報などがあ
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るが、本研究では日本企業のイノベーション状況

の確認および、他企業がどのような研究開発を

行っているかを早く知ることのできる公開公報を

対象とした。実用新案権に対する請求に関しては

除外している。

　特許の公開公報の検索には特許電子図書館

（IPDL）の特許・実用新案検索サービスを利用

した。公開公報において、「“情報端末”と“テレビ”

の両方を含む」および「“ 情報端末 ”と “TV” の

両方を含む」という検索条件に該当した出願を

対象とする。検証期間は1994年から2007年と

し10 サンプルは 490 件 11である。Ⅱ．で述べた

ように特許出願から公開公報として情報公開され

るまでには最大で１年半の時間差が生じる。本

研究では、特許出願における情報が製品情報に

近くなっているとの立場から、製品化を検討した、

もしくは製品化したと考えられる特許の出願年を

公開公報に含まれる情報から抜き出し検証に用

いた。

　電機大手企業としては、図表１に示す９社を

取り上げた 12。既に販売を縮小している企業も含

まれるが、1994 年以降「情報端末 テレビ」に

関する公開公報を参照することができ、CRT型、

液晶型、プラズマ型など、テレビの研究開発から

生産・販売までを行っている企業を選定した。そ

れぞれの企業の有価証券報告書に記載されてい

る連結子会社及び持分法適用会社、企業ホーム

ページの企業概要に記されている関係会社に関

しては、それぞれの企業に含まれるものとして統

計処理を行った。

図表 1　電機大手企業一覧

出所：筆者作成

 
 

 
 

 
図表１ 電機大手企業一覧 

東芝 日立製作所 

ソニー 松下電器産業（現パナソニック） 

日本電気 富士通 

三菱電機 シャープ 

三洋電機  

出所：筆者作成 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

　仮説１は、特許出願の状況を電機大手企業と

それ以外の企業に分類し、1994 ～ 2007 年そ

れぞれの年における出願数の変化と総数の比較

から検証する。比較する企業数に大きな差がある

と考えられるが、オープン化されていないと仮定

した場合には、テレビという電機大手の市場占有

率の高い分野での技術開発は困難であろう。

　仮説２は、電機大手企業以外からの出願特許

に関して、主要業務毎に企業を分類し検証する。

これは１つの企業における研究開発の多様化を

示すものであり、技術のオープン化によって参入

が可能になっていることを示す。

　仮説３は、まず中小企業における出願数の変

化を確認する。そして出願された特許の「発明

の名称」13として記載されている内容から、テ

キストマイニングにより使用されている名詞を抽

出し、出現頻度を時系列で検証する。出願の全

体的な傾向と、中小に限定した企業群の出願傾

向を比較することで、出願内容の違いを明確化

出来ると考えられる。テキストマイニングには、

SPSS TAS（PASW Text Analytics for Surveys 

3.0.1）を使用した。
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　仮説４は、電機大手企業毎に出願数の変化を

確認した上で、出願平均を算出するとともに各企

業の総資産との関連性を確認することで検証す

る。テレビという製品に対する研究開発費だけを

確認することは困難であること、他の用途向けに

研究開発を行っていた技術がテレビに転用される

ことが考えられること、研究開発費は業績に左右

され実態に合わない可能性があることなどから、

ここでは総資産での比較を行う。総資産の取得

には、日経 NEEDS-Financial QUEST2.0を用

いた。

　仮説５は、「発明の名称」として記載されてい

る内容から、テキストマイニングにより使用され

ている名詞を抽出し、出現頻度、名詞として使用

されている要素間の関連性を時系列で検証する。

特許の公開公報には、国際特許分類やテーマコー

ド14として特許分類コードが記載されているが、

同一テーマに対する公開公報を使用することか

ら、テキストマイニングを用いた分類を行った。

Ⅴ．検証結果および考察

　図表２は「情報端末 テレビ」に関する公開公

報を出願年毎に仕分けした特許出願件数の変化

である15。

　2000 年、2001 年に急激に出願数が増加し、

その後なだらかに出願数が減少していることが傾

向として読み取れる。2002 年以降特許出願が

減少していることに関して特許庁の特許行政年次

報告書においては、実際に特許取得した件数に

ついて「未使用特許が徐々に減少するとともに

利用特許が微増してきていると考えられる」16,17

としている。出願する特許の質がより製品開発

に用いる技術情報に近くなっていると考えられる

ため、単に出願数の減少だけから企業の研究開

発の実績を検討することはできない。したがっ

て、特許の内容そのものを検証する必要がある

だろう。

　以降、各仮説に対する検証結果をまとめる。

図表 2　「情報端末 テレビ」関連の特許出願状況

出所：筆者作成
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図表 3　電機大手企業とその他企業の特許出願状況

1．�電機大手企業以外の企業が出願する特許件

数は、出願件数の大多数を占める

　現在では従来クローズドな状況で強みを作ると

されてきた日本企業においても事業のさまざまな

分野でオープン化が行われている。他分野や中

小企業において研究開発された内容が、電機大

手企業の研究開発結果を補完、もしくは逆に先

進的に研究開発を進めた結果である場合、特許

の出願数は電機大手企業よりもその他の企業の

方が多くなることが考えられる。

　電機大手９社とその他の企業の特許出願数の

推移を纏めたものが図表３である。この図表３

において示されるように、1999 年、2003 年を

除いて、全体的に1998 年以降は電機大手企業

の特許出願件数よりもその他企業の特許出願件

数が上回る状況が続いている。

　1994 年から2007 年までの特許出願数の累

計を比べてみても、電機大手企業 9社の出願累

計が 206 件であるのに対して、その他企業の出

願累計が 284 件と約 1.4 倍の出願が行われてい

る。企業数に大きな差があるものの、基本技術

の蓄積および市場動向を敏感に察知する能力が

電機大手企業だけではなく、多くの企業に備わっ

ているものと考えられる。

　したがって、仮説１に関しては支持されるもの

と考えられる

2．�電テレビの情報端末化に関する特許出願は、

多種多様な業界から行われている

　オープンイノベーション、オープンアーキテク

チャ、特許流通が活発化してきている状況であり、

その上で各企業が製品の競争優位性を構築して

いると考えるならば、多種多様な業界から対象と

するテレビの情報端末化に関する特許出願が行

われていることが考えられる。

　仮説１において分類した電機大手企業以外の

企業に関して、図表４のように分類し、出願状況

をグラフ化したものが図表５である。図表４は各

企業のホームページにおいて、主な事業として表

示されている内容から分類した。ホームページが

存在しない企業に関しては、その他企業に分類

した。また、テレビ生産を行っていない電機大

手企業（キヤノンなど）、および、海外企業に関

しては除いている。テレビ生産を行っていない電

出所：筆者作成
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機大手企業に関しては、テレビ生産そのものは

行っていないが次世代テレビに関連する研究開

発を行っている企業が多数あるため、海外企業

に関しては業種特定が不明なためである。また、

その他企業には、個人事業主および大学などの

研究機関を含んでいる。

図表 4　他分野企業分類

出所：筆者作成

図表 5　他分野企業の特許出願状況

　全体的傾向として、1997 年頃から特許出願が

行われ始め、その後は 2000 ～ 2002 年までの

期間に出願が集中しているものの、各分野の企

業が出願件数は少数であってもコンスタントに特

許という形で知的財産の確保を行っていることが

伺える。

　したがって、仮説２に関しては支持されるもの

と考えられる。

出所：筆者作成
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図表７ 発明の名称から想定される関連分野 
システム関連 

システム ＊システム 

方法 処理方法 

ビジネスモデル ビジネスモデル、販売方法 

情報端末装置 

情報端末装置 携帯端末など 

デバイス関連 

表示装置 液晶モニタ・テレビ、ビューファインダなど 

発光装置 照明装置、反射型、導光板など表示装置に対する部品レベル 

装置 テレビインターホン装置、電子機器、アンテナなど部品レベル 

半導体装置 半導体装置 

駆動方法 駆動方法、駆動回路、ドライブ回路 

作製方法 作製方法、製造方法 

撮像機能 録画、ビデオカメラなど 

データ処理関連 

データ処理装置 サーバー、コンピュータ、配信システム装置 

通信回線/装置 インターネット、情報通信ネットワークなど 

媒体 記憶媒体 

プログラム ＊プログラム 

コンテンツ関連 

コンテンツ 有料放送番組、リクエスト曲、新聞紙など 

アナウンス アナウンス、音声データ 

出所：筆者作成 
 

 
 
 
 

3．�出願された特許の内容は、企業規模によって

差異が生じる

　企業規模によって研究開発に対する経営資源

の投下量に差が出ることから、出願数および内容

に差異があると考えられる。企業規模を区分する

上で中小企業であるか、そうでないかを区別する

ために、中小企業基本法を基準とした 18。

（1）中小企業の出願状況

　中小企業の特許出願に関して纏めたものが図

表６である。ここで中小企業に関しては、1997

年以降にこの分野に関する特許出願が行われて

いることが見て取れる。また、全体的な特許出願

件数が 2001 年以降減少傾向にある中で、出願

件数自体は少ないが毎年10％以上の出願を行っ

ていることが分かる。

（2）発明の名称から想定される出願内容

　出願の名称に関して、テキストマイニングを実

施して得られた名詞の内容から、図表７に示すよ

うに５つの関連内容に分類を行った。

図表 6　中小企業の特許出願状況

出所：筆者作成

図表 7　発明の名称から想定される関連分野

出所：筆者作成
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　この５分類に関して、時系列に関連する内

容が発明名称に含まれる頻度をグラフ化した

ものが、図表８および図表９である。図表８

に関しては出願全体に関してのグラフであり、

図表９に関しては中小企業に限定したグラフ

である。

　図表８と図表９から、中小企業に関してはシ

ステム関連に注力している傾向が読み取れ、そ

の他の領域に関しては、中堅以上の規模を持つ

企業が行っているのではないかと考えられる。特

に中小企業に関しては 1997 年から出願が増加

しているのに対して、全体的にはそれ以前から各

図表 8　発明名称から想定される出願内容（全体）

出所：筆者作成

図表 9　発明名称から想定される出願内容（中小企業）

出所：筆者作成

種項目に関しての特許出願が行われていることか

ら、それまでの研究開発の蓄積が影響しているこ

とが考えられる。

（3）デバイス関連の特許出願の変化

　図表８にみられるように、デバイス関連に関し

ては、2000 年に出願件数が最低となったのち増
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加傾向にある。特に中小企業分類においてシス

テム関連特許出願の割合は高い状況にあるがデ

バイス関連の出願は低い。この点から企業規模

が影響していることが推測される。

　そこで、デバイス関連に関して図表 7にもとづ

いて時系列に出願頻度をグラフ化したものが図

表 10である。

　表示装置に関しては 1998 年まで下降傾向

にあるが、2001 年以降増加傾向にある。これ

は CRT 型テレビの減少、2000 年以降に液晶

テレビが普及、2001 年以降のプラズマ・ディ

スプレイ・パネル（PDP）テレビが普及 19し

たことと一致する。新方式によるテレビの開発

は、半導体に対する技術蓄積や作成方式に関

する技術革新が必要であり、構造や素材に対

する大規模な研究開発費用・設備が必要とな

ることから、中堅以上の経営資源をもつ企業

が中心となって技術開発を行い特許出願して

いるものと推測される。

（4）企業規模による差異

　中小企業であっても1997 年以降、全体の

10%以上の特許出願を行っており、図表８と

図表９で示されるように全体的にシステム関連

の特許出願は増加傾向にある。逆に 1997 年

以前に関しては中小企業の経営資源ではテレ

ビの情報端末化に係る技術開発に入り込むこ

とができなかったのではないかと推測される。

つまり、デバイス関連に関しては中堅以上の企

業が注力していると推測される。

　したがって、仮説３に関しては支持されるも

のと考えられる。

出所：筆者作成

図表 10　デバイス関連特許の変化

4．�電機大手企業の出願する特許件数は、知財

戦略の違いから差が生じる

　電機大手企業間では重点領域が異なること、

および製品開発、研究開発戦略に差異があると

考えられることから、企業によって出願数におけ

る差がでるものと考えられる。電機大手企業の
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特許出願状況を概観すると、図表 11にみられる

ように、2001 年に松下電器産業が 15件と突出

しているが、その他の年をみると1996 年以降、

各企業ともコンスタントに特許出願している状況

がみられる。

図表 12　電機大手企業の特許出願件数（1994-2007）

出所：筆者作成

　ただし、各社の 1994 年から2007 年までの

出願件数の平均出願数をみると、図表 12にみら

れるように平均して多くの出願を行っている企業、

ほとんど特許出願を行っていない企業、中間の

３つのグループに分類される結果となっている。

図表 11　電機大手企業の特許出願件数の推移

出所：筆者作成

　この出願数の差は、企業の戦略性によるもの

か企業規模に応じた経営資源の投下量による差

であるかが明確でないため、各企業の企業規模

は総資産 20を代理変数とし、財務諸表で公開さ

れている総資産（1994 ～ 2007 年までの総資

産の平均値）に応じて比率化したものが図表 13

である。総資産は各企業の決算期の変更を考慮

し、年度換算値での値を用いた。

　図表 13に見られるように、１兆円あたりの平

均特許出願数でみると、特許の出願件数と企業
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図表 13　電機大手企業の総資産 - 特許出願率（1994-2007）

出所：筆者作成

の総資産に関しては、関連性が無いと考えられる。

したがって、電機大手９社についてのみの結果

であるが、企業毎の知財戦略によって特許として

出願するかどうかの判断に影響が出ていると考え

られる。特に同様な規模の富士通と日本電気に

おいて、特許の出願率が異なっていることは、知

財戦略の基本的な考え方に違いがあるものと判

断できるであろう。

　したがって、仮説４に関しては、支持されると

考えられる。

5．�テレビの情報端末化に関する特許出願は、さ

まざまなビジネス領域に対して行われている

　図表８からシステム関連の特許が 2000 年を

ピークに比較的高い頻度で出願されている状況

がわかる。さらに、図表５にみられるように、多

種多様な業界からの特許出願が行われている。

これらのことから、出願しているビジネス領域に

関しても多様化しているのではないかと推測され

る。新たなビジネスの検討を行う上では、どのよ

うな要素を組み合わせるかが重要である。組み

合わせをさまざまに変化させることで、対象とす

るビジネスも変化すると考えられる。

　中小企業においてシステム関連の特許出願が

始まった1997年以降について、要素間ネットワー

クの変化をグラフ化したものが図表 14である。

　図表 14から、1997 年、1998 年には各要素

が繋がりのあるものとないものが明確に分かれバ

ラバラであったものが、1999 年に徐々に繋がり

を見せ始めるとともに要素間の繋がりが強くなり

始め、さらに2000 年以降は繋がりを持つ要素

が増加している傾向がみられる。2001 年以降は

各要素が直接・間接的に繋がる状況が継続し、

繋がり方、強度（紐帯の強さ）21、各ノード（要素）

の出現頻度 22、ネットワーク密度は年々変化して

いる。このことから、年毎にシステム関連として

のさまざまなサービスビジネスが行われ始めてい

るのではないかと考えられる。そこで、総務省統

計局が実施しているサービス産業分類動向調査

の産業分類である図表 15を用いて、システム関

連として分類されている内容から、どのようなサー

ビスが提供されているかを分類した。

　サービス分類における各年毎の結果が、図表
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16 および図表 17である。

　図表14、図表16、図表17からシステム関連

の要素間の繋がりの変化からさまざまなサービス提

図表 14　年毎の要素間ネットワークの変化

出所：筆者作成

供に関するビジネスが行われていることが分かる。

　したがって、仮説５に関しては支持されるもの

と考えられる。

 
 

15 
 

 
 
 

図表 15 サービス産業分類動向調査の産業分類 

 
出所：総務省 統計局 「サービス産業動向調査の概要」 

http://www.stat.go.jp/data/mssi/gaiyo.htm#9 
  

図表 15　サービス産業分類動向調査の産業分類

出所：総務省　統計局 「サービス産業動向調査の概要」
http://www.stat.go.jp/data/mssi/gaiyo.htm#9
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図表 16　システム関連分野でのサービス業（頻度）

出所：筆者作成

図表 17　システム関連分野でのサービス業（割合）

出所：筆者作成
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6．�検証結果からの考察

　特許出願、特にシステム関連の特許出願が

2000 年にピークを迎えているのは、特許法が

2000 年の改正で、審査請求期間の短縮、国際

商標登録出願に係る手続の整備、特許料の引下

げ等が行われていること、および e-Japan重点計

画（2001 年度中に、インターネット上で取引さ

れるコンピュータ・ソフトウェアの保護の明確化

等インターネット上での知的財産保護）に沿った

改定が行われたことによる、ビジネスモデル特許

が特に取り上げられたためと考えられる。2002

年以降特許出願は減少しているが、その後も中

小企業を中心としてシステム関連の特許出願が

行われ、多種多様な業種からの特許出願も行わ

れていることから、特許の有効利用が促進されて

いると考えられる。すなわち、さまざまな企業の

持つ経営資源がテレビの情報端末化と結びつき

事業機会を生成し、オープンイノベーション、オー

プンアーキテクチャでの収益確保に向かっている

ものと考えることができる。

　既述のさまざまな図表から電機大手企業に関

しては、1996 年以前にも若干の特許出願はあ

るものの、1997 年以降にテレビを情報端末と捉

えた特許出願が始まったと考えられる。この要因

の１つとして、インターネットを利用する企業が

大幅に増加したことが関連していると考えられる。

1997 年度は前年度に比べて倍以上の企業がイ

ンターネットを利用する状況になっている。従業

員数の多い企業を中心にワールド・ワイド・ウェ

ブ（www）サーバーまで検索可能な端末台数が

多くなっているが、ＷＷＷサーバーを設置して

情報提供・宣伝媒体として利用する企業の割合

も39.6％と約４割（前年度比 1.6 倍強）の企業

に達している。各種情報の提供と需要がかみ合っ

たこと、テレビが CRT型から液晶型や PDP型

へ変化していく過程において、本格的な普及前に

さまざまな企業が次世代テレビにインターネット

を組み合わせ、双方向に情報を扱うことのできる

情報端末化したテレビのサービスビジネスの検討

を始めたものと考えられる。

　本研究は公開公報における「情報端末 テレビ」

に関するものであるため、図表 16、図表 17に

見られるように情報通信産業が多くなるが、生活

関連サービス業、娯楽業は 1997 年以降、毎年

特許出願されている。また、運輸業、郵便業、

不動産業、物品賃貸業、学術研究、専門・技術サー

ビス業、宿泊業、飲食サービス業に関しても毎

年ではないが出願されている。一方で教育、学

習支援業、医療、福祉業に関しては出願件数が

ほとんどない状況である。今後、少子高齢化な

どの人口動向を考慮すると、これらの領域に対す

るビジネス開発・参入の可能性が検討されるもの

と考えられる。

Ⅵ．他企業との連携に関して

　これまでの研究結果によって、オープンイノベー

ション、オープンアーキテクチャによる各企業の

新規ビジネスの検討・実施が行われていることが

考えられる。しかしながら、オープンイノベーショ

ン、オープンアーキテクチャを推進していくため

には、さまざまな要因が影響することになる。特

に技術の専有可能性の低下によって収益性も低く

なるという点は注意が必要であろう。高橋 [1992]

は技術の専有可能性、補完的な資産の有無、お

よび市場の各発展段階における競争によって収

益を上げることが可能になるかどうかが決まると

述べており、補完的な資産が不可欠としている。

同様に、開発したプラットフォームによる囲い込

み戦略を採用することが困難になると考えられ、
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規模・範囲の経済性を追求することが困難になる。

　既述のように多種多様な業界からの本分野へ

のビジネス参入が行われていること、中小企業

が一定規模でビジネス参入していることから、自

社のみではなく他企業を巻き込んだビジネス展

開が行われていることが考えられる。なぜならば、

基本技術としてのテレビおよびインターネットに

関する技術の両方を高いレベルで保有しているこ

とは、他業種企業や中小企業においては考え難

いためである。仮説１～５までの結果、特許出

願情報からの情報のみでは、どの程度の企業が

他企業と開発・業務連携を取っているかを導くこ

とができない。しかし、図表 14において示され

た各要素の繋がりの変化は、ビジネスを構築す

る上で、必要とされる他企業の経営資源との連

携を行っていると捉えることができる。

　高橋 [1992] が述べているように、利益獲得を

左右するのは企業規模によるとは言えず、どのよ

うな技術を開発するかによるということである。こ

れは「多品種変量生産や製品ライフサイクル短

縮化の極端な進展が、製品デザイン・製造工程

を非常に流動的なものにしているためである」23。

　また隅藏 [2005] が述べているように、「イノ

ベーションを持続的に生じさせるためには、研究

開発のフロントランナーにその成果の私有化を認

める知的財産権保護制度を基盤としつつも、一

定の条件を満たす場合には成果の共有化を図り

下流側の研究開発を促進することが重要である。

すなわち、「共有化と私有化の均衡」の適正化が

重要な課題となる」24 のである。

Ⅶ．おわりに

　本研究は、すべてを自社のみで完結することは

できず、他社を含めた多様な資源を繋ぎ合わせ

ることが、競争力の源泉となるということに注目し、

「情報端末　テレビ」という範囲に限って行った。

その結果、さまざまな制約条件があることは考え

られるが、既に一般化しているテレビという製品

が情報端末化することによって、さまざまなサー

ビスやビジネスが行われていること、逆にサービ

スやビジネス化されていない領域があることが確

認された。

　仮説１、２、５が支持されていることから、各

種企業において実際にオープンイノベーション、

オープンアーキテクチャが推進されていることを

示す結果となったものと考える。さらに仮説２、

５に関する統計結果から、1997 年頃からさまざ

まな技術要素の結びつきが始まったものと考えら

れる。1998年には野村総合研究所がインターネッ

トを利用した特許情報サービスを始めている25こ

とから、グローバルに技術情報を取得できるよう

に環境が整備され始めたことが大きな要因ではな

いかと考えられる。

　しかしながら、企業規模すなわち経営資源の

量によって知財戦略に差が出ることに関しては、

仮説３、４がともに支持される結果が出ているこ

とから、更に詳細な検討が必要と考えられる。電

機大手企業においては経営資源の量よりも各企

業における知財に関する戦略に大きく左右される

と考えられ、その他の企業においては経営資源

の量によって知財戦略に偏りがあるように捉えら

れる。中小企業と電機大手企業との間にはさまざ

まな規模の企業が介在していることが考えられる

とともに、テレビの情報端末化に必要とされる技

術が急速に変化していることが影響していると考

えられる。したがって、どのような企業がどのよう

な技術分野に関して研究開発を行い公開してい

るのかを、実際に使用される範囲を示す特許の

公開公報における「特許請求の範囲」に着目し
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た検証が必要であるだろう。また、企業の研究開

発がその企業の企業間のポジショニングにどのよ

うに影響し、業績・評価にどのように結びつくか

についての研究が必要であろう。

（注）
1	 安田 ［2009］  p.34

2	 埋もれた特許は換金可能性がなく資産として計上できない

との考え方もあるが、本研究では新たな知見と結びつくこと

によって資産として活用できるものとして取り扱う。

3	 国領 ［1999］  p.20

4	 国領 ［1999］  p.26

5	 Chesbrough ［2006］ p.2
6	 Chesbrough ［2006］ p.2
7	 榊原 ［2005］ pp.4-5.

8	 榊原 ［2005］ pp.99-139

9	 榊原 ［2005］ pp.209-243

10	2008 年以降に関してはリーマンショックが特許出願に影響

があったことが考えられるため省いている。　　　　　　

2008 年は電機大手企業だけでなくその他の企業について

も出願数が大幅に減少している。本研究では出願数および

出願内容の連続性を確認するために2007 年までを対象と

する。

11	「情報端末　TV」：109 件、「情報端末　テレビ」：398 件、
合計 507 件であるが、「TV」「テレビ」の両方が含まれる
17件については二重計上になるため除外している。

12	特許庁 デジタルテレビジョン技術に関する技術動向調査にお

いて、日本の主要企業として挙げられている企業を選択した。

ただし、テレビ製品を販売していないキヤノンは除いている。

13	本研究では「発明の名称」が、その発明内容を簡潔に発

明内容、発明の特徴を表しているという立場で検証を行う。

14	「Fターム」や「FI」とされるが、1998 年以前に関して
は付与されていない場合もある。また、近年の技術の進展

や文献数増大に対応するために改定などもされている。

15	公開公報からの特許出願件数のグラフ化において、1993

年以前に関しては、その年の公開公報を入手していないこ

とから割愛している。

16	特許庁年次報告書 2008　p.69

17	特許庁年次報告書 2009　p.71

18	中小企業者の範囲及び用語の定義　第二条 第一項 「資本

金の額又は出資の総額が三億円以下の会社並びに常時使

用する従業員の数が三百人以下の会社及び個人であって、

製造業、建設業、運輸業その他の業種（次号から第四号ま

でに掲げる業種を除く。）に属する事業を主たる事業として

営むもの」を適用した 。ただし、従業員数に関しては、景

気変動や各中小企業のホームページに記載している人員数

が派遣人員などをどの程度反映しているか不明なため、「資

本金三億円以下」を基準とした。

19	経済産業省・（社）電子情報技術産業協会「液晶テレビ及

び PDPテレビの再商品化について」
	 ht tp : / /www.met i .go . jp / repor t /downloadf i les /

g21107b032j.pdf （2010 年 3月4日閲覧）
20	本研究で、各企業のエレクトロニクス事業のセグメントでの

売上高などを使用しなかったのは、各企業のどの事業部で

行われているどのような研究開発が、本論文の研究対象と

しているテレビの情報端末化の領域に活用されているかを

明確にすることができないためである。特に近年のテレビ

の情報端末化に対しては、半導体事業、素材開発の基礎

研究の結果などさまざまな分野の技術が多く取り入れられ

ていると考えられる。

21	紐帯の強さについてはノード間の線の太さで表している。

22	ノード（要素）の出現頻度は各ノードの大きさで表している。

23	高橋 ［1992］ p.56

24	隅藏 ［2005］ p.411

25	http://www.nri.co.jp/news/1999/990324.html （2010 年
5月5日閲覧）
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